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はじめに 

 泉外旭川駅は、奥羽本線の秋田・土崎間に位置し、2021

年3月に土地区画整理事業や民間住宅地開発など都市イ

ンフラの整備が進み、良好な居住環境を有する地区に開

業した。この地区は、鉄道沿線でありながら秋田・土崎間

の駅間距離が約 7.1 ㎞と長く、鉄道がご利用しづらくなっ

ており、地域住民からも強く設置要望があったことから、秋

田市からの請願駅として事業が進められた。（図①） 

 本稿では、設置箇所が市街地という立地である中、秋田

市と協議し事業全体の利便性を向上するため当社が取組

んだ設置計画と施工について報告する。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．事業計画 

（１）設置箇所の検討 

  当駅が位置する奥羽本線秋田・土崎間は複線区間とな

っている。検討した結果、２つの候補地が選定された。以

下に候補地の特徴と駅のイメージを示す。（図②） 

候補地①②は約 1.6km 離れた別々の場所であり、用地

確保の違いはあるが、それぞれ既設鉄道施設を活用でき

るメリットがあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

秋田市との協議の結果、立体交差で鉄道と旅客公衆の

安全性が確保でき、更に鉄道未使用敷地を活用すること

で大きな事業期間短縮となる候補地②を選定した。 

 

（２）鉄道施設の概要 

主な鉄道施設と都市施設の概要を図③、表①に示す。

地下連絡通路となる既設架道橋は道路として使用されて

いた（図④）が、中間部に階段と EV 設備を増設することで

鉄道施設へのアクセスルートとして整備されるとともに歩

行者・自転車専用通路に変更された。また、架道橋へ繋が

る線路左右の土地を埋め立てることで駅前広場へと整備さ

れた。 

 

 

 

図① 泉外旭川駅 位置図 

図② 候補地と駅のイメージ 
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・踏切を活用することでこ線橋等の設備を省略すること可能
・駅設置のために用地の準備期間が必要

候
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地
②

・既設架道橋を活用することで立体交差が可能
そのため、安全性は高いが架道橋の改良が必要となる

・鉄道未使用敷地を活用することで用地の準備期間を短縮
・幹線道路までの距離が短くバス路線へのアクセスが容易
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本事業にあたり、既設架道橋は当社財産であったが、

秋田市への無償譲渡とし、地下連絡通路から鉄道施設ま

での都市施設についても鉄道未使用敷地を活用すること

から秋田市が無償使用することとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．既設架道橋の改良工事 

既設架道橋の躯体の一部を取り壊わし、地下から地上

へ繋がる階段と EV を増設するための工事概要を以下に

示す。（図⑤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既設架道橋を改良し活用することで、こ線橋や橋上化駅

舎のような大規模施設を設置する必要がなくなったことで、

全体事業費を抑えるとともに工事着工から僅か 15 か月と

いう期間で開業を迎えることができた。（図⑥⑦） 

 

おわりに 

 本事業は、2011年度より調査・協議が実施され約10年に

及ぶものであり、この間携わった方々の知恵と工夫により

今回開業を迎えることができた。本事業にご協力頂いたす

べての関係者の皆様にこの誌面を借り開業の報告と合わ

せて厚くお礼申しあげる。 

 

表① 各施設概要 

図③ 各施設配置略図 

図④ 架道橋施工前の状況 

図⑤ 架道橋工事概要略図 

図⑥ 架道橋施工後 図⑦ 鉄道施設の施工後 

VI-636 令和3年度土木学会全国大会第76回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - VI-636 -


